
日本学術振興会理事
東京大学名誉教授

浅島 誠
2014年 9月 5日

東京大学小柴ホール

JSPS-NSF；研究倫理教育ワークショップ

「研修プログラム作成にあたって」

科学の健全な発展のために
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科学者の行動規範と倫理

（１） 研修プログラムの作成

（２） ミスコンダクトと倫理

（３） 国内での取り組み

（４） 諸外国での取り組み



科学者とは？(Scientists?)

 「科学者の行動規範」では，“科学者とは，所属する

機関に関わらず，人文・社会科学から自然科学まで

を包含するすべての学術分野において，新たな知

識を生み出す活動，あるいは科学的な知識の利活

用に従事する研究者，専門職業者を意味する．”

– 科学研究とは，人文・社会・自然科学のすべての分野に

関係する専門職の活動の中で，研究を通じて新たな科学

知識の獲得や体系化に寄与する活動．

 科学のモード論：知識生産の様式（Michael Gibbons et al., 1994）

 科学の社会契約（ICSU, 1999）



新しく研修プログラムの作成にあたって

 最近生じている科学研究の不正に対しての防止
と教育の必要性

 国民に信頼されるための科学者の自立性の確保
と責任

 世界におけるミスコンダクトに対応する研修プログ
ラムの作成

 研究する上で科学を健全に発展させるための科
学者の心得

 学術振興会と科学技術振興機構、学術会議、

文科省との共同による研修プログラムの作成



研修プログラム教材
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日本学術会議の委員会が編集 2007年10月 化学同人発行 「科
学を志す人びとへ」
ほかに東北大、早稲田大、名古屋大等も刊行
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様々な科学的な知識に基づいて，専門的な知的活動に従事する，あるいは社会へのサービスを提供
する専門職に位置付けられる人は，一方で異なる社会的接点からの距離に位置付けられる



科学研究のチェック機能

 ピアレビューは，専門領域の知識の質を保証する制

度

– 科学研究においては，研究会，学会講演会，国際会議など複数の公

式非公式のチェック機能が存在，アーカイブとしての知識に位置づけ

られるまでに誤りが正される．

– 情報通信インフラのグローバル化と共に，情報発信が容易に．研究成

果の公表までの時間の短縮．投稿数の増大．

– 査読の時間的制約，専門領域的制約．他人の不正行為疑義に関わる

ことにはメリットなし．

– 論文数に基づく研究者の業績評価や研究資金配分，学位認定の条件

としてのジャーナル論文，出版業界の商業競争の影響なども，ピアレ

ビューを劣化させる要因 ．



専門職活動のチェック機能

 社会との接点における専門職の誤った行為は意図

したものでなくとも許されない

– 医療過誤，欠陥技術など，人命にも関わる重大問題

– 誤りを避け，最善の社会サービスを提供するために，専

門知識と判断力を日頃から養う努力は，専門職としての

倫理の一部

– 専門職倫理と組織経営コンプライアンスとの整合性

 専門職業人の仕事を萎縮させることなく，チェック機

能をどのように制度的に構築するか

– 開かれた組織づくり

– 専門学会の役割



続発するミスコンダクト

常温核融合事件（1991），ベル研シェーン事
件（2002），旧石器発掘ねつ造事件（2003）

生命科学分野(Life Sciences)
– ，理化学研究所（血小板形成メカニズム，2004），阪大医

学部（インスリン抑制酵素，2006），京都大、早稲田大学
理工学部（研究費不正使用，2006、２０１２），東大工学部，
分生（RNA，2006、２０１２）、京都府立大､慈恵医大（医薬
品、２０１３）理化学研究所（２０１４）等

– 技術分野(Engineering and Technology)

– 欠陥放置（トラック脱輪，ガス漏れ），安全性軽視（回転ド
ア，エレベータ），データ改ざん（発電プラント，排ガス除去
装置），不正投棄（廃棄物，有毒廃液），不正輸出（無人ヘ
リ，測定器），談合



研究上の行為

理想的な行為 最悪の行為

責任ある研究行為

Responsible 
conduct of 
research

疑義のある行為

Questionable 
research 
practices

意図的な不正行為

Deliberate 
misconduct 

(FFP)

N. H. Steneck, Sci. Eng. Ethics, 12 (2006), 53-74



責任ある研究行動
（Responsible Conduct of Research）

研究倫理

（道徳的な原理から考えて，
何をすべきか）

Research ethics

研究の公正誠実性

（専門職の規範･規則に照ら
して，何をすべきか）

Research integrity

N. H. Steneck, Sci. Eng. Ethics, 12 (2006), 53-74

現代の研究は主として専門職の活動として位置づけられる



第3章 研究を進める上での責務

例：ラボノートの重要性と管理



協和発酵の ”Blue Note Book”
「研究に関する着想から結果、考察まで何でも書くように」

1953年7月～

（2006年2月24日 BTJジャーナルセミナー協和発酵バイオフロンティア研究所 リサーチフェロー 中野洋文氏報告資料より）



研究不正の国際的な取り組み





序文

研究の価値および利益は研究公正に大きく左右される。研究を組織・実施する
方法には国家的相違および学問的相違が存在する、あるいは存在しうるが、同
時に、実施される場所にかかわらず研究公正の基盤となる原則および職業的
責任が存在する。

原則

研究のすべての側面における誠実性

研究実施における説明責任

他者との協働における専門家としての礼儀および公平性

他者の代表としての研究の適切な管理

研究公正に関するシンガポール宣言

2010年 9月22日 51ヶ国参加



責任

1. 公正：研究者は研究の信頼性に対する責任を負わなければならない。

2. 規則の順守：研究者は研究に関連する規則および方針を認識かつ順守しな
ければならない。

3. 研究方法：研究者は適切な研究方法を採用し、エビデンスの批判的解析に基

づき結 論を導き、研究結果および解釈を完全かつ客観的に報告しなければな
らない。

4. 研究記録：研究者は、すべての研究の明確かつ正確な記録を、他者がその
研究を検証および再現できる方法で保持しなければならない。

5. 研究結果：研究者は、優先権および所有権を確立する機会を得ると同時に、
データおよび結果を公然かつ迅速に共有しなければならない。

6. オーサーシップ：研究者は、すべての出版物への寄稿、資金申請、報告書、

研究に関するその他の表現物に対して責任を持たなければならない。著者一覧
には、すべての著者および該当するオーサーシップ基準を満たす著者のみを含
めなければならない。

7.物における謝辞 出版：研究者は、執筆者、資金提供者、スポンサーおよびそ

の他をはじめとして、研究に多大な貢献を示したが、オーサーシップ基準を満た
さない者の氏名および役割に対し、出版物上に謝意を表明しなければならない。



8. ピアレビュー：研究者は、他者の研究をレビューする場合、公平、迅速、厳格
な評価を実施し、守秘義務を順守しなければならない。

9. 利害の対立：研究者は、研究の提案、出版物、パブリック・コミュニケーション、

およびすべてのレビュー活動における成果の信頼性を損なう可能性のある利害
の金銭的対立およびその他の対立を開示しなければならない。

10. パブリック・コミュニケーション：研究者は、研究結果の有用性および重要性

について公開議論を行う場合、専門的コメントは当該研究者の認識された専門分
野に限るものとし、専門的コメントと個人的な見解に基づく意見とを明確に区別し
なければならない。

11. 無責任な研究行為の報告：研究者は、捏造、改ざん、または盗用をはじめと

した不正行為が疑われるすべての研究、および、不注意、不適切な著者一覧、
矛盾するデータの報告を怠る、または誤解を招く分析法の使用など、研究の信頼
性を損なうその他の無責任な研究行為を、関係機関に報告しなければならない。

12. 無責任な研究行為への対応：研究施設、出版誌、専門組織および研究に関

与する機関は、不正行為およびその他の無責任な研究行為の申し立てに応じ、
善意で当該行動を報告する者を保護する手段を持たなければならない。不正行
為およびその他の無責任な研究行為が確認された場合、研究記録の修正を含
め、迅速に適切な措置をとらなければならない。



13. 研究環境：研究施設は、教育、明確な方針、および昇進の妥当な基準を

通して公正性を促す環境を構築・維持し、研究公正を支援する研究環境を助
長しなければならなない。

14. 社会的課題：研究者および研究施設は、その研究に特有のリスクを社
会的利益と比較検討する倫理的義務があることを認識しなければならない。

研究公正に関するシンガポール宣言は、責任ある研究の実施
の世界的指針として、2010年7月21～24日にシンガポールで開
催された第2回研究公正に関する世界会議(World Conference 
on Research Integrity)の一環として作成された。これは規制文書
ではなく、本会議に参加および/または資金提供した国および機

関の公式の方針を表すものではない。研究公正に関連する公
式の方針、ガイダンス、および規則については、適切な国家当
局および組織に助言を求めるべきである。





Montreal Statement



ミスコンダクトは依然として減少していない。特に生命科学では大きな問題
となっている。

その中でも生命科学法のトップジャーナルとしての

Nature, Cell, Science でのミスコンダクトは多い。

しかも、１位 アメリカ、 ２位 ドイツ、 ３位 日本の順となっており、

これら三つの国は世界の科学のリーダーの国である。

国際競争のし烈化、ポストと予算の減少、教育の不在などを述べている。



世界での「科学者の行動規範について」の動き

１． ICS   ＝ International Council of Science
２． GRC ＝ Global Research Council
３． WCRI＝ World Congress of Research Integrity
４． G‐8 Meeting

など、世界的な取り組みが今、なされている。



1. GRC設立の趣旨・経緯
 世界各国の学術振興機関の長によるバーチャル・フォーラム
 2012年5月にアメリカで開催された”Global Summit on Merit Review”会合

（44か国から46機関が参加）において設立

2. GRCの目的
 世界の学術振興機関に共通の課題への対応
 学術振興機関間の共通理解・対話の促進
 国際研究協力を促進するための共通原則の確認

3. 2012年5月 第１回GRC年次会合 （主催：NSF（米）、於：ﾜｼﾝﾄﾝD.C.）
 「科学におけるメリット・レビューの原則に関する宣言」を採択

4. 2013年5月 第２回GRC年次会合 （主催：DFG（独）、CNPq（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ）、於：ﾍﾞﾙﾘﾝ）

 ①研究公正（Research Integrity）の原則に関する宣言及び②オープン・アクセス
（Open Access to Publications）行動計画を採択

5. 2014年5月 第３回GRC年次会合（予定） （主催：CAS（中）、NSERC（加）、於：北京）

 ①オープン・アクセス（Open Access to Publications）及び②研究者の交流（Mobility 
of Researchers）について議論予定

6. JSPSの取組
 GRC設立時からJSPSが理事会（Governing Board）メンバーとして参加
 2012年GRCアジア・太平洋地域会合を仙台で開催（主催：JSPS、JST）

→「責任ある研究行動に関する仙台宣言」を採択
 大学等研究機関・研究者の責任ある研究行動の実施を促すための資金配分機関

の役割の重要性
 研究の質・研究公正を危うくしないための十分な資金配分の重要性
 研究不正への対応のメカニズム・手続整備の重要性

 大学等研究機関による責任ある研究活動に関する教育訓練プログラム開発の必
要性

29

グローバル・リサーチ・カウンシル（GRC）





Statement of Principles for Research Integrity

研究公正の原則に関する宣言

Preamble 前文

責任ある研究行動は科学的な活動における本質であり、社会の科学に対する信頼の
中に本来含まれるものである。責任ある研究行動の枠組みにおいて、研究公正の基本
原則、すなわち誠実性、責任、公正性、説明責任の原則が、数々の基本的な文献（注
１）においても明記されており、研究者や科学コミュニティの責任が述べられているとこ
ろである。

公正な研究を実施するための最終的な責任を有するのは、引き続き研究者や研究機
関自身である一方で、研究資金配分機関は、自らが支援する研究活動が可能な限り
高い水準で実施されることを担保する責務がある。このため、グローバルリサーチカウ
ンシル第２回年次会合の参加者は、以下の原則を確認し、研究資金配分機関が研究
公正をあらゆる活動の核心とする国際的環境を創設する責任を明示する。



Principles 原則

Leadership リーダーシップ
Research funding agencies must lead by example in the responsible management of research 
programs. 
研究資金配分機関は研究プログラムの責任ある管理について、模範を示して率いなければならない。

Promotion 普及啓発
Research funding agencies should encourage institutions to develop and implement policies and 
systems to promote integrity in all aspects of the research enterprise. 
研究資金配分機関は、研究機関が研究活動のあらゆる側面における公正性を普及するための実行方
針やシステムを開発するよう、奨励すべきである。

Education 教育
Research funding agencies should promote continual training in research integrity, and develop 
initiatives to educate all researchers and students on the importance of research integrity. 
研究資金配分機関は、研究公正に関する継続的な訓練を普及させ、全ての研究者や学生に対して研
究公正の重要性を教育するためのイニシアチブを開発するべきである。
Transparent Processes 手続きの透明性
Research funding agencies should, within the scope of their mandate, publish policies and 
procedures to promote research integrity and to address allegations of research misconduct. 
研究資金配分機関は、それぞれの権限の範囲内で、研究公正を普及啓発し、研究不正の申立てに対
応するための方針や手続きを公表するべきである。



Response to Allegations of Misconduct 研究不正の告発への対応
During any investigation of misconduct 2, research funding agencies should support a process 
that values accountability, timeliness and fairness. 
研究資金配分機関は、いかなる研究不正（注２）の調査の段階においても、説明責任、適時性、公正性
を重んじるようなプロセスを支持すべきである。

Conditions for Research Support 研究支援のための条件
Research funding agencies should incorporate integrity in research as a condition for obtaining 
and maintaining funding by researchers and institutions. 
研究資金配分機関は、研究者や研究機関が資金を獲得し、保持するための条件として、研究における
公正性を含めるべきである。

International Cooperation 国際協力
Research funding agencies will work cooperatively with partners to support and facilitate 
research integrity worldwide.
研究資金配分機関は、世界的に研究公正を支援し促進するために、パートナーと協力して取り組む。

1 For example: the Singapore Statement, the InterAcademy Council IAP Policy Report, and the 
European Code of Conduct for Research Integrity. 
2 Breaches of research integrity can include, but are not limited to, plagiarism, fabrication and 
falsification. 
例えば、シンガポール宣言、国際学術会議IAP Policy Report、欧州研究公正行動規範などがある。
研究公正の侵害には、盗用、ねつ造、改ざんが含まれるが、これに限らない。



． 科学者の行動規範の問題と
その根底にあるもの

（１） 教育の不在

（２） 研究者配分

（３） 競争原理と雇用

（４） 社会情勢の変化



研究世界の市場化と競争主義の進展

「教育」の不在

アカデミックな立場での師弟関係の再構築

研究における倫理教育

（2006年2月24日 BTJジャーナルセミナー 愛知淑徳大学文学部 山崎茂明氏報告資料より）



日本の大学の現状

１．法人化後の環境の変化

法規の導入（労安法、消防法、セキュリティー安全性の確保など） による

２．資源配分のあり方

・科学研究費、人数、研究費、スペース、ポストの減少等

・運営交付金

・集中型と裾野の拡がりの減少

３．少子化と大学間競争

４．評価制度と雑務の負担

５．学生の意識の変化

資格をとれる分野

役立つ分野

基礎学問への減少など



日本の大学の現状

６．第四科学技術基本政策と今後の展望

震災からの復興、再生の実現、

グリーンイノベションの推進、ライフイノベーションの推進等

７．世界と日本の大学の比較
中国と韓国の政治主導と欧米の大学の著しい集中化
相対的に見た日本の大学の活力の低下

８．研究者、科学者、大学に今問われているもの

９．次世代の若い人が魅力ある大学に思えるか

現状は必ずしもそうではない

１０．その他



変化する研究環境，社会思潮
 競争的研究環境（研究資源の傾斜配分），資金獲得（研究ス

タッフや研究設備の獲得），ポスト獲得，組織強化（個人だけ
でなく組織の競争も）

 業績主義，論文･特許への傾斜，プロセスの軽視（結果主義），
評価の空洞化，人事における人格識見の重み低下

 勝者総取り方式
– 大学研究機関，専門学会の中での地位，発言力，行政（研究資金配

分プロセス）への関与，知名度の向上，マスコミの注目．．．

– ノーベル賞受賞者は，優れた研究者．良き経営者か，教育者か？

 研究の大型化（組織，設備），専門分化，分業化

 研究者を動かすもの
– 真理追究，知的好奇心，社会への貢献，使命感．．

– 名声，地位，金銭的富，．．．

 人間関係の希薄化，研究者集団のチェック機能の劣化



今後対応すべき事柄
 何が科学者を育て，何が科学者を急きたて陳腐化するのか？

– 知的好奇心，社会への貢献，使命感．．．

– 研究成果と業績による名声，地位，金銭的富の獲得，研究機会の拡大

 制度的な課題と社会の思潮

– 本来，社会の思考態度の変革こそが必要．規則と罰則の厳格化によって再
発防止を図ろうとすることは本末転倒．

– 個人を基軸とした活力ある社会を目指す時代に相応しい価値観と倫理規範

 社会の中の科学者，専門職業人という視点

– 科学者である前に社会人，科学者をリアルな社会へ引き戻す

– 専門職業人としての誇りと責任感

 チェック機能の健全化

– 科学研究，専門職活動

– 世代の責任

– 人事おける人格識見への視点（西郷隆盛「徳の高い者には位を，功績の多
い者には報酬を」）

 マスコミ報道の課題

– 正確かつバランスの取れた科学技術報道

– 不正行為に関わる冷静な報道



原因は個人かシステムか？
研究者を取り巻く圧力

成果主義：特許・一流誌へのaccept
利害の衝突

競争的資金の増加

スター研究者の必要性

任期制と雇用関係

大規模研究・共同研究の増加

研究組織にゆとりがなくなる

人間関係が競争的になる

充分な検証なしに発表を急ぐ
（2006年2月24日 BTJジャーナルセミナー 愛知淑徳大学文学部 山崎茂明氏報告資料より）



残された課題

 科学者とは？（専門職，組織人として，個人のアイデ

ンティティは多面的）

 専門職の行動規範（技術者，医者，法曹，．．．）

 チェック機能と誠実な行動（科学研究，専門職サービ

ス）

 組織の対応，世代の責任，職業教育の再評価

 学協会の対応

– 行動規範・綱領などに基づく教育・啓蒙

– ウエブサイトの構築（各種データベース，リンク）

 国際的な同等性，共通性



科学者の「行動規範」に関して、今改めて問い直さ
れてきている

 2011年3月11日の東日本大震災後の科学者の発
言と行動
・いくつかの事故調査委員会の報告や科学者コミュニティ
の今後の役割
・NAS（アメリカ科学アカデミー）の行動など

 2011年9月～2012年3月トリインフルエンザ遺伝子
改変に端を発した生命科学研究のあり方
（デュアルユースへの対応）

 各国の経済変化、科学の著しい進歩（情報など）と
競争の激化への対応

今後、課題先進国の日本が国内外の国民や科学者、一般社会から
いかに信頼されるか問われている



今後に向けての対応

（１） 政府と科学者の責任

（２） 科学者と雇用のあり方

（３） 学術への情景への再構築

（４） 教育現場と研究現場でやるべきこと



若手研究者の役割(Roles of the Young)

 各世代の責任の自覚，若手研究者の行動と役割は重要

 風通しの良い研究環境の形成

若手研究者
無名研究者

研究統括者
著名研究者

不正行為は，大規模な研究資金
にまつわり，社会的影響も大きく，
大事件になる場合が多い．

内なる批判者，既成に対して，疑
問を敏感に感じ得る．



科学は、合理と実証を旨として営々と築かれる知識の体系であり、
人類が共有するかけがえのない資産でもある。また、科学研究は、
人類が未踏の領域に果敢に挑戦して新たな知識を生み出す行為と
いえる。

一方、科学と科学研究は社会と共に、そして社会のためにある。し
たがって、科学の自由と科学者の主体的な判断に基づく研究活動は、
社会からの信頼と負託を前提として、初めて社会的認知を得る。

ここでいう「科学者」とは、所属する機関に関わらず、人文・社会科
学から自然科学までを包含するすべての学術分野において、新たな
知識を生み出す活動、あるいは科学的な知識の利活用に従事する
研究者、専門職業者を意味する。

科学者の行動規範（抜粋１）



科学界における自己規制
同僚審査（Peer Review）

研究倫理ポリシーの設定

対処手順・組織の確立

研究倫理教育

法的な規制の確立
各府省庁のガイドライン

不正行為の定義，罰則の設定

助成と訓練

不正行為への対策

（2006年2月24日 BTJジャーナルセミナー 愛知淑徳大学文学部 山崎茂明氏報告資料より）



研究公正局（ORI）：不正行為への対処

科学界の警察としてではなく、

① 教育・啓蒙活動
② 積極的な情報公開
③ 責任ある科学研究をテーマにした

研究活動への助成

等の活動を通して、研究環境・風土の改善を促す。

（2006年2月24日 BTJジャーナルセミナー 愛知淑徳大学文学部 山崎茂明氏報告資料より）



日本国内での科学者行動規範に関する動き
日本学術会議
・「科学における不正行為とその防止について(2003)」
・「科学におけるミスコンダクトの現状と対応策(2005) （２０１３改訂版）」 等
の報告

理化学研究所
・「科学研究における不正行為とその防止に関する声明(2004)」
・「科学研究上の不正行為への基本的対応方針(2004)」
産業技術総合研究所
・「独立行政法人産業技術総合研究所における研究ミスコンダクトへの対応
に関する規程(2005)」
・「研究ミスコンダクトに関する調査結果報告と今後の措置について(2006)」
文部科学省
・「研究活動の不正行為に関する規則（ 2006年、2012年、２０１４年改訂
版）」の作成

東京大学など
・「科学研究における行動規範」の提示

その他学会

（2006年2月24日 BTJジャーナルセミナー 愛知淑徳大学文学部 山崎茂明氏報告資料より）



文部科学省より











残された課題

 科学者（専門職，組織人として，個人のアイデンティ

ティは多面的）の自己責任と説明責任

 各機関が作るべきの行動規範（ 政府，府省、大学、

独法機関､学協会、医学関係，法曹，倫理．．．）

 ファンデング機関のチェック機能（科学研究，専門職

ぺナルテーなど）

 組織の対応，世代の責任，職業教育の再評価

 日本としての行動規範の作成と教育システム

– 行動規範・綱領などに基づく教育・啓蒙

– ウエブサイトの構築（各種データベース，リンク）

 国際的な同等性，共通性



・科学の健全な発展のために

１ 科学者コミュニティー自身（大学、研究所、学会、
企業など）がいかに自律的に行動規範を作りうるか

２ 組織の中で規範に反するような芽が出たときに早め
に対処するシステムの構築

３ 科学者が置かれた立場（資源配分、ポジション、国
際的競争、評価など）の環境改善

４ 学術及び研究に対する国民からの信頼回復へのロー
ドマップづくり

５ 産官学連携や利益相反などいままでとは異なる状況
に対する教育の必要性

６ 規範作りにおける、学問の自由と活性化の保障

７ 研修プログラムによる教育と実践


